
  Daily Information Update– Japan Securities Co., Ltd. (4th, March 2025) 

 

 

1 
 

ベトナムデイリーニュース 

 
 

4th, March 2025   

 

1. ２月の製造業ＰＭＩ、４９. ２＝新規受注と生産、引き続き減少―Ｓ＆Ｐグローバル 

2. ＥＶ登録料の免除、２７年２月末まで延長＝新政令公布 

3. 二人っ子政策緩和検討＝出生率、人口維持水準下回る 

4. インフレに注意喚起＝中銀は第２四半期に利上げと予想―スタンチャート銀 

5. 行政手続きなど３割減目指す＝日本企業と意見交換―チン首相 

6. 米企業、労働許可の改善要望＝チン首相と会談 

7. 暗号資産、管轄法案の月内策定指示＝チン首相 

8. 中小企業向け所得税減税を提案＝中小企業協会長  

9. 主要交通事業を監督する７グループ設置＝チン首相が承認 

10. ジゴワッツ、ベトナム企業とＥＶ充電インフラ開発で提携＝年内に充電器設置を計画 

 

  

Table of contents 



  Daily Information Update– Japan Securities Co., Ltd. (4th, March 2025) 

 

 

2 
 

1. ２月の製造業ＰＭＩ、４９. ２＝新規受注と生産、引き続き減少―Ｓ＆Ｐグローバル 

 Ｓ＆Ｐグローバル・マーケット・インテリジェンスが３日発表した２０２５年２月のベトナム製造業

購買担当者景況指数（ＰＭＩ）は４９.２となった。前月から０.３ポイント上昇したものの、３カ月連続

で好不況の分かれ目となる「５０」を下回った。新規受注と生産が引き続き減少。その結果、企業はさ

らに雇用を縮小する結果となった。 

 新規受注は１月に続き減少。パネリストらによると、国内外の需要が弱まっている。海外からの新規

受注の大幅な減少により、輸出需要の低迷が浮き彫りになった。製造業の生産も２カ月連続で低下し

た。 

 新規受注の減少で、退職に伴う従業員の補充を控える企業もあった。雇用は５カ月連続で減少。ただ

仕事の積み残し、受注残が大幅に減った。 

 一方、購買活動はわずかに増加。今後の生産増加の見通しに対する信頼感を示すとともに、サプライ

チェーン（供給網）の遅延などから材料を確実に確保したいという理由もうかがえた。 

 購買品と完成品の在庫はともに減少した。 

 Ｓ＆Ｐグローバルのアンドルー・ハーカー氏は２０２５年のベトナムの製造業界について、「勢いを

取り戻すのに苦労している」と指摘した。（ハノイ時事） 
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2. ＥＶ登録料の免除、２７年２月末まで延長＝新政令公布 

 ベトナムのホー・ドク・フォク副首相は１日、電気自動車（ＥＶ）の登録料免除を２０２７年２月２

８日まで延長する政令に署名し、公布した。ベトナム・ニューズ紙（電子版）が伝えた。 

 これまでの政令では、ＥＶ登録料は２２年３月１日から３年間免除し、その後２年間は半額にすると

定めていた。新しい政令により、登録料の全額免除が２年間延長される。 

 財務省は、ＥＶ登録料の免除は環境保護に大きく貢献すると主張。また、ＥＶ産業や裾野産業の発展、

雇用の創出、労働者の収入増、経済成長の促進を後押しすると強調した。 

 複合企業ビングループ傘下の自動車会社ビンファストは政府に対して、ＥＶ登録料免除を２５年３月

１日から２８年２月２８日まで延長し、その後３年間は５０％減免することを提案していた。（ハノイ

時事） 

 

3. 二人っ子政策緩和検討＝出生率、人口維持水準下回る 

 ３日のベトナム・ニューズ紙（電子版）によると、ベトナムは現行の二人っ子政策の緩和を検討して

いる。出生率の改善が目的で、保健省は夫婦がもうける子どもの人数や時期を決められるようにするこ

とを提案した。 

 ベトナムの出生率（女性１人当たりの出産人数）は１９９９年から２０２２年にかけて、人口維持に

必要とされる２．１前後で推移した。しかし直近２年間で急激に低下し、２３年は１．９６、２４年は

１．９１と過去最低に沈んだ。東南アジアの平均２．０も割り込み、シンガポール、タイ、マレーシア、

ブルネイに次ぐ低水準だった。 

 ２４年の地域別では、都市部が１．６７、農村部が２．０８で、いずれも人口維持水準を下回った。

南東部は１．４８と全国最低で、以下、メコンデルタ地域の１．６２などが続いた。北東部の２．３４

や北部山岳地域の２．２４は高めで、人口維持水準を上回った。 

 専門家らは、経済的制約やキャリアを重視する傾向の高まりなど複数の要因が出生率低下を招いたと

指摘する。保健省のグエン・ティ・リエン・フオン次官は、第３子以降出産時の罰金減免や家庭への財

政支援などによって出産を促す必要があると述べた。（時事） 



  Daily Information Update– Japan Securities Co., Ltd. (4th, March 2025) 

 

 

4 
 

4. インフレに注意喚起＝中銀は第２四半期に利上げと予想―スタンチャート銀 

 ベトナム・ニューズ紙（電子版）によると、英金融大手スタンダード・チャータード銀行（スタンチ

ャート）は最新のベトナムのマクロ経済報告で、当面のインフレ進行に注意喚起した。 

 リポートは、２月のインフレ率が平均３．８％と１月の３．６％から上昇したとみられると分析。７

カ月連続で４．０％を下回ったとしながら、２０２４年１２月からの上昇局面は２月まで続いたとみて

おり、沈静化は一時的で需要主導型の要因は近い将来も一段のインフレ圧迫材料となる可能性があると

している。 

 その上で、８％成長という力強い経済成長見通しが低金利を支えるものの、ベトナム国家銀行（中央

銀行＝ＳＢＶ）はインフレ進行に対応し、２５年第２四半期に金利を０．５％引き上げると予想。シニ

アエコノミストのティム・リーラハファン氏は、１月のマクロ経済データは国内外ともに景気減速を示

しており、当面の見通しには慎重な姿勢を継続するとしている。（時事） 

 

5. 行政手続きなど３割減目指す＝日本企業と意見交換―チン首相 

 ベトナムのファム・ミン・チン首相は１日、日本政府・企業との意見交換会を開催した。会談には伊

藤直樹駐ベトナム大使のほか、ベトナム日本商工会議所（ＪＣＣＩ）の武藤司郎会長、日系企業の代表

者らが出席。ベトナム側はホー・ドク・フォク副首相、グエン・チ・ズン副首相も同席した。ベトナム

政府広報によると、チン首相は２０２５年にＧＤＰ成長率を少なくとも８％に加速し、行政手続きと事

業コストを３０％削減することを目指していると述べた。 

 会談冒頭、伊藤大使は「ベトナムが迎えようとしている新しい時代に向けた変革を日本の企業は大き

な期待感を持って注視している」と強調。業務効率化に向けた省庁再編や行政手続きの簡素化などに触

れ、「投資環境改善が目に見える形で、具体的に実現していくことが、日本企業の投資・事業展開が一

層進むことにつながり、日本とベトナムのパートナーシップをさらに発展させるチャンスになると確信

している」と述べた。 

 会談では、日系企業の代表者らが現在進めている事業や要望について発表。昨年１２月に開業したホ

ーチミン市都市鉄道１号線の建設について、ベトナム側の未払い金に対する指摘もあった。 
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 政府広報によると、チン氏は日本が強みを持つグリーン経済や半導体、新エネルギーなどの分野で積

極的な投資を要請。また、手続きを簡素化した新世代の政府開発援助（ＯＤＡ）について、ベトナムへ

の供与を増やすよう求めたという。（ハノイ時事） 

 

6. 米企業、労働許可の改善要望＝チン首相と会談 

 国営ベトナム通信によると、ファム・ミン・チン首相は１日、ハノイで開催した米国企業関係者らと

の会合で演説し、ベトナムで事業拡大を継続してほしいと訴えた。米企業側は労働許可政策の改善など

を求めた。 

 企業の代表者らは投資環境を改善するベトナムの継続的な取り組みを称賛し、前向きな動きの例とし

て進行中の行政改革などに言及した。一方で、迅速な改善を求める分野として、労働・在留許可やビザ

関連、行政手続きの所要時間、法令順守コストの高さなどを挙げ、政策の明確化や税制優遇、インフラ

更新を要望した。 

 チン首相は、法的・制度的枠組みの改善、近代的インフラの開発、高度人材の育成の３分野の戦略的

躍進に国として引き続き取り組むと強調。公平で予測可能な透明性あるビジネス環境を構築することを

約束すると応じた。（時事） 

 

7. 暗号資産、管轄法案の月内策定指示＝チン首相 

 ベトナムのオンラインメディアのＶＮエクスプレスによると、ファム・ミン・チン首相は１日、財務

省、ベトナム国家銀行（中央銀行＝ＳＢＶ）に対し、暗号資産を管轄する法案を３月中に策定するよう

求める指令を公布した。特に財務省には、法案策定を主導しデジタル資産、暗号資産を管理する施策を

提案するよう求めている。 

 ベトナムでは現在まで、「ビットコイン」、「イーサリアム」などのデジタル通貨・資産について固

有の定義を示しておらず、規制は銀行プリペイドカード、電子財布など不換紙幣に連動した電子マネー

に対処しているのみとなっている。このため多くの企業がシンガポールや米国で登記してベトナムで事

業を運営しており、競争上の優位性や税収の逸失につながっている。 
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 トー・ラム共産党書記長は先ごろ、デジタル資産の取引プラットフォームを作るため試験的な規制の

枠組み（サンドボックス）を活用するよう呼び掛けた。チン首相も、財務、科学技術両省に、デジタル

資産関連政策を今年第２四半期までに立案するよう指示している。 

 ベトナム・ブロックチェーン協会のデータによると、全人口の約２１％がデジタル資産を保有し、２

０２１、２２両年にアラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、米国に次いで世界第３位となっている。また、市場

分析機関のＣｈａｉｎａｌｙｓｉｓ（チェイナリシス）によると、２３年のベトナムへのデジタル資産

流入額は１２００億ドル（約１８兆円）に上っている。（時事） 

 

8. 中小企業向け所得税減税を提案＝中小企業協会長  

 ベトナム・ニューズ紙（電子版）によると、ベトナム中小企業協会（ＶＩＮＡＳＭＥ）のグエン・バ

ン・タン会長は２月２７日、法人所得税を改正し中小企業向け減税を行うよう提案した。同日ハノイで

開かれた政府と中小企業との定期会合で、明らかにした。 

 この中で同会長は、ベトナムの法人所得税率は２０１６年以来２０％と規定され、シンガポール（１

７％）、ブルネイ（１８．５％）よりは高くなっているなどと指摘し、減税の必要性を強調。また現在

融資規模が小さい、将来の不動産資産を基にした融資を金融機関に促すべきだなどと訴え、中小企業に

対する支援を求めた。 

 また、納税など国への義務を果たしていない起業家や企業に行政罰を科すようにも提案。法の支配を

守る一方で、中小企業などの懸念緩和を図るよう訴えた。 

 統計によると、民間部門は国内総生産（ＧＤＰ）の５０％、うち国内の民間部門は２８％を占め、民

間部門が雇用全体の８２％を創出している。このためタン氏は、（中小企業が大半を占める）民間部門

が持続的に２桁成長できれば、２５年の８％成長、２６～３０年の２桁成長率達成も実現可能かもしれ

ないとしている。（時事） 
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9. 主要交通事業を監督する７グループ設置＝チン首相が承認 

 ３日のベトナム・ニューズ紙（電子版）によると、ベトナムのファム・ミン・チン首相は２０２５年

完成予定の主要交通プロジェクトに関する課題や障害を調査、対処するため副首相らが率いる七つのグ

ループを設置することを承認した。 

 グループはプロジェクトの進捗（しんちょく）状況を監督、障害を取り除き、資材供給に関わる課題

に対応して年内に３０００キロの高速道路を整備する目標達成に向けて取り組む。 

 グエン・ホア・ビン副首相が率いるグループは、ダナンやクアンガイ省、ビンディン省、フーイエン

省など中部地域で進められるホアリエン－トゥイロアン、クアンガイ－ホアイニョン、ホアイニョン－

クイニョン、クイニョン－チータインのプロジェクトを監督する。グエン・チー・ズン副首相が率いる

グループは、ハティン省とクアンビン省、クアンチ省で進められる５件の高速道路プロジェクトを調査

する。 

 このほか、レ・タイン・ロン副首相が率いるグループはフーイエン省やカインホア省の中南部と、ダ

クラク省の中央高原地帯におけるプロジェクト４件を担当。チャン・ホン・ハー副首相のグループは南

部メコンデルタ地域、ブイ・タイン・ソン副首相のグループは北部山岳地帯のプロジェクトをそれぞれ

監督する。 ホー・ドク・フォク副首相が率いるグループはロンアン省とドンナイ省、バリアブンタウ

省など南部地域のプロジェクト、マイ・バン・チン副首相のグループはホーチミン市とドンナイ省、ビ

ンズオン省、ロンアン省を通る環状道路３号線プロジェクトを担当する。 

 チン首相は７グループに対し、今月１５日までに各プロジェクトの調査結果を報告するよう要請した。

（ハノイ時事） 

 

10. ジゴワッツ、ベトナム企業とＥＶ充電インフラ開発で提携＝年内に充電器設置を計画 

 電気自動車（ＥＶ）とプラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）用充電器の開発や製造事業などを展開す

るジゴワッツ（東京都中央区）は３日、ベトナムで環境事業を手掛けるマイホアホールディングス（ハ

ノイ）と、ベトナムにおけるＥＶ充電インフラの開発、展開に関する戦略的パートナーシップ契約を結

んだと発表した。 
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 ジゴワッツは、ベトナム市場に適したＡＣ充電器を開発して提供するほか、充電インフラの効率的な

運営を支援するエネルギーマネジメントシステム（ＥＭＳ）、ＥＶ充電の課金と管理を一元化する自社

システムをカスタマイズして提供する。 

 マイホアはジゴワッツの技術と製品を活用し、商業施設や公共施設、集合住宅などに充電施設を設置

する支援を行うほか、現地のエネルギー事業者や自治体と協力してＥＶ充電インフラの拡充を進めてい

く。 

 両社は年内にベトナム国内でのＥＶ充電施設の設置を開始する予定だ。また、現地ニーズに応じた新

技術導入やＥＶ充電インフラの柔軟な展開にも取り組み、ＥＶ充電施設市場の発展に寄与していくとい

う。（ハノイ時事） 
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